
■西宮市食肉センター繰入金の推移 （平成１７年１２月議会 厚生常任委員会所管事務報告配布資料より抜粋）

(単位・千円) Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１１とＨ１６の比較

一般会計繰入金 458,153 431,359 385,800 370,364 362,032 350,800 -107,353

食肉センター費等への繰入金 253,417 226,542 179,605 163,168 145,663 125,475 -127,942
公債費への繰入金 204,736 204,817 206,195 207,196 216,369 225,325 20,589

職員給与 72,631 72,235 63,222 52,261 43,099 41,974 -30,657

運営経費 282,931 254,858 239,271 247,459 223,909 207,840 -75,091

■商工グループ・産業振興グループの事務事業一覧 （平成１７年度事務事業評価より抜粋）

商工政策事業名 評価指標
H16年度事業費

（人件費含む・千円）
事業概要

ISO9001・14001認証取得率

商工会議所経営指導件数

団体補助金に対する満足度

商工業検索システム利用者件数

各年度ごとの被表彰者数

販路の拡大度（事業者への調査）

受講者スキル向上

産業視聴覚ライブラリーの貸し出し件数

起業家支援スクール修了率

起業家支援スクール修了者の企業率

事業拡大による早期退去率じ

西宮あきない塾修了率

補助金事業の有効度

広告による販路拡大

融資実行件数

信用保証料市負担件数

代位弁済率

青果に係る買受人データによる市内流通率の推計

野菜・果物合計取り扱い数量

市場施設稼働率

産業振興事業 なし 9,553
酒蔵地帯復興事業補助金5000千円。西宮貿易協会補助金162千円。物産協会分担金33千円。コミュニ
ティ・ビジネス推進事業612千円。

1回あたりのパソコン研修受講者数

パソコン研修室稼働率

受講者満足度

酒蔵地帯整備事業 来店者数 16,573 宮水と酒文化の道案内サイン事業補助金、酒蔵通り街路アプローチ灯設置工事の実施。

西宮さくら祭事業 さくら祭絵画・写真コンクール応募者数 7,011 第38回西宮さくら祭（詳細は略）。写真コンクール展覧会。

観光推進事業 なし 14,847
高校野球記念アルバム贈呈事業、観光ガイドマップ作成事業、西宮観光協会補助金、再発見バスツアー
の実施、都市型観光事業補助金、兵庫県自然公園美化推進協議会分担金、県ツーリズム協会分担金な
ど。

新規就労者数

散策コース数

8,919

商工関係広報、啓発事業 4,721
商工ニュースの発行・関係者への配布、中小企業振興功労者表彰及び中小企業従業員表彰制度、商工
業検索システムの運用

1、経営改善、技術発展、競争力強化、環境問題への対応を図る中小企業、商工団体などにコンサルタント
を派遣。　2、西宮商工会議所、西宮市商店市場連盟、名塩製紙復興会、西宮酒造家十日会へ補助金を
交付。

商工業経営、技術等支援事業

4,062
１．販路開拓の為の見本市、展示会等への出店の支援。２．人材育成の為の中小企業大学校の研修受講
支援。３．企業の活性化、人材育成に資するビデオを集めた産業視聴覚ライブラリーを西宮商工会議所館
内に設置。４．異業種交流を行っているグループが実施する後援会を支援。

起業家支援事業 15,817
起業家支援スクール・コンサルティングサロンの実施、事業化コンサルティングの実施、IT関連起業家支援
事業（創宝にしのみや）。

産業育成等対策事業

１．次代を担う商業者の育成とリーダーづくりを目指し「西宮あきない塾」の開講。２．商工業者、商店街・小
売市場の活性化の補助金の交付。「にしのみやチラシグランプリ」を実施し、優秀者には広告費用の一部を
補助。

28,457地域商業活性化対策事業

1,376,380
融資申込みに対し、融資のあっせん。小規模事業資金融資制度、短期事業融資制度利用者の信用保証
料を市が全額負担。融資残高への損失補填。融資アドバイザーの常置。震災特別融資借換融資の創設。
中小企業金融・経営合同相談会を実施。中小企業信用保険法第２条第３項の規定による認定書の発行。

中小企業融資あっせん事業

観光資源現況調査事業（緊急用
雇用創出事業）

7,229
観光資源現況調査等事務委託事業。調査結果を元に「マイタウン散策マップ」を選定し、コースマップを製
作。

33,214 旧分荷場屋根の雨漏り修繕などの工事。

45,498
人材育成事業（パソコン研修、社内研修受託、セミナーの開催など。）、情報提供・発信事業（ホームページ
の情報発信と産業情報紙の提供）、事務処理支援事業（機器共同利用と会議ブース等の提供。）

卸売市場管理運営

産業情報化推進事業


